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 2000 年代以降知財活動の重要性に対しての議論が高まり、2002 年 2 月の小泉元総理大
臣の知的財産立国宣言を受けて同年に知的財産戦略大綱が整備され、大綱に基づき同年 12





























政府は 2003 年の知的財産基本法の施行後に 2007 年までに約 40 本の関連法案を成立さ
せ、また知財訴訟を専門に扱う知的財産高裁を 2005 年に設立し、その後も知的財産権関連






















                                                   
1知的財産基本法は、第 5 条に国の債務、同 6 条に地方公共団体の債務、同 7 条に大学等の
債務、同 8 条に事業者の債務について定めている。 
3 
 
図表 1-1 知財立国に向けた国の取り組み 
 
2002 年 2 月 小泉純一郎首相が「知財立国を目指す」と宣言 
7 月 知財総合政策を盛った知的財産戦略大綱を決定 
2003 年 3 月 知財活用を国の債務と定める知的財産基本法施行 
全閣僚・有識者で構成する知的財産戦略本部初会合 
7 月 初の知財推進計画を策定(模倣品対策など 270 項目） 
2004 年 6 月 コンテンツ振興法施行 
2004 年度～ 特許審査迅速化に向け任期付き審査官を大量増員 
2005 年 4 月 知的財産高等裁判所を設立 
7 月 模倣品・海賊版拡散防止条約を日本政府が提唱 
2006 年 4 月 地域ブランドを認める地域団体商標制度導入 
2007 年 8 月 映画盗撮防止法施行 
2011 年 3 月 クールジャパン推進で行動計画 
2012年 10月 海賊版コンテンツ違法ダウンロードに刑事罰導入 
2013 年度 特許の審査待ち期間、世界最短水準の 11 カ月に 
2015 年 1 月 電子書籍に出版権拡大 
 6 月 農水産物の名称を守る「地理的表示(GI）制度」導入 
2016 年 1 月 産業スパイ対策を強化 




機産業の業績悪化である。電機業界では 2009 年～13 年に数千億円規模の巨額赤字を計上
する企業が相次ぎ、その原因の 1 つとして知財戦略やマネジメントの遅れが指摘されてい
る。しかし企業の知財活動のなかでも、知財のライセンスからの収益は好調裡に推移して
いる。財務省の国際収支統計によれば、2018 年 1 月～6 月の黒字額は 1 兆 4832 億円の黒

















































































                                                   


































































ト第 1 委員会第 2 小委員会(2012）も指摘しているように、各企業の知財部門も「三位一体
という言葉を少し都合よく解釈し、それ自体を目的化してしまっていたかもしれない(知的
財産マネジメント第 1 委員会第 2 小委員会,2012,p1143）」し、「知的財産部門の視点で、必
要以上に新たな業務への拡大あるいは機能強化を図ったりしている現状(知的財産マネジメ










                                                   



























































6 章はリサイクル品のインクタンク裁判を事例として、知財活動と開発活動が 1 つの特許
に異なる文脈からの請求項の埋め込みを行っていることを述べ、知財活動が環境操作を行
う可能性について検討する。 























(妹尾,2009,渡部,2012,小川,2014,立本,2017)。1 章 1-1 節で述べたように知的財産政策に関
しても積極的に法整備が進められているところである。 











見地、経済学的見地、経営学的見地の 3 つの見地の視角から整理することが有益であろう。 






















のである。マッハルプの用いた muddling through という言い回しは、その後の法学的領域
の論者が、発明の保護と発明の利用の間のどの時点で特許制度の折り合いを考えるべきな
のか、という趣旨で頻繁に用いている4。 
また、EPO(欧州特特許庁)は、2025 年時点での特許制度に関する 4 つのシナリオを発表
し、その中の 1 つのシナリオでは特許制度がなくなるかもしれない、という想定を行って

















                                                   



























(田村,2011b)。第 1 に発明と公開を促進する機能、第 2 に早く特許による保護を与えること
で他者の重複投資を防止する機能、第 3 に特許権の付与により、その特許に関する製品化




ブに着目した機能は、第 2 の他者の重複投資の防止機能と第 3 の製品化促進機能が該当す
る。この関係を図示したものが図表 2-1 である。 
 
図表 2-1 特許制度とイノベーションの関連 
 
 
①発明と公開の促進    ③製品化促進 
特許 




















































クロスカントリー分析は、知的財産権の保護を重視している(Thompson and Rushing,1996, 
















日本特許政策を対象とした研究の代表的なものに Sakakibara & Bransteter(2001)があ










に引用されているとみられる論文の 1 つである。この Sakakibara らの研究に対しては、論
者によっては異なる解釈を行うケースが見られる。例えば、佐藤(2009)は当時の審査状況を
考えれば改善多項制の導入では、企業にとって経済的メリットは少ないため、研究開発投












































いるのか、ということを検討することが同調査の目的であった。Levin らは質問者へ 6 つ
の選択肢を提示し、7 点尺度による回答の平均値を集計する手法を用いた。その結果をまと
めたのが、図表 2-2 である。 











図表 2-2 専有可能性を確保する手段の有効性 
 
 製品イノベーション 工程イノベーション 
1 販売・サービス努力(5.59) 市場先行の利益(5.11) 
2 市場先行の利益(5.41) 学習曲線をいち早く降りること(5.02) 
3 学習曲線をいち早く降りること(5.09) 販売・サービス努力(4.55) 
4 技術模倣を防止するための特許(4.33) 秘密管理(4.31) 
5 ロイヤリティ収入を確保するための特許(3.75) 技術模倣を防止するための特許(3.52) 
6 秘密管理(3.57) ロイヤリティ収入を確保するための特
許(3.31) 
(  )内数字は回答のスケール(1：全く有効ではない～7：きわめて有効)の平均値 























図表 2-3 製品イノベーションの占有可能性を確保する方法の有効性 
                                            (NISTEP survey をもとに作成) 
 日本(%) 米国(%) 
1 製品の先行的市場化(48.7) 先行的市場化(64.7) 
2 特許による保護(40.6) 技術情報の秘匿(62) 
3 製造設備やノウハウの保有・管理(36.9) 製造設備やノウハウの保有・管理(57.9) 
4 販売・サービス網の保有・管理(31.5) 販売・サービス網の保有・管理(52.6) 
5 技術情報の秘匿(23.4) 生産・製品設計の複雑性(47.5) 
6 生産・製品設計の複雑性(20.3) 特許による保護(39.7) 
7 他の法的保護(17.8) 他の法的保護(17.9) 
8 その他(1.2) その他(4.5) 
















図表 2-4 工程イノベーションの占有可能性を確保する方法の有効性 
                                          (NISTEP survey をもとに作成) 
 日本 米国 
1 製造設備やノウハウの保有・管理(36.1) 技術情報の秘匿(52.7) 
2 技術情報の秘匿(28.9) 製造設備やノウハウの保有・管理(43.3) 
3 製品の先行的な市場化(28.2) 生産・製品設計の複雑性(38.6) 
4 特許による保護(24.8) 製品の先行的な市場化(38) 
5 販売・サービス網の保有・管理(22.7) 販売・サービス網の保有・管理(29) 
6 生産・製品設計の複雑性(22) 特許による保護(23.9) 
7 他の法的保護(11.8) 他の法的保護(15) 
8 その他(6.6) その他(8) 









や権利化努力の削減、また良い評判を得ること等が挙げられている(Arundel et al.,1995, 
Duguet & Kabla, 1998, Granstrand,1999,Cohen et al.,2000,Thumm,2004)。これは 3-1 節
の想定とは異なる企業行動である。  
 













3-2-2 パテントパラドックスの結果 アンチコモンズの悲劇 
 



























































れるトップジャーナル 7 誌7に掲載された論文の中から知的財産権に焦点を当てた 111 編の
論文を抽出8し、年別の論文発表数の集計や研究テーマに関する分析を行った。彼らのレビ
                                                   
7分析対象としたジャーナルは以下の 7 誌である。( )内は Linton(2007)の調査に基づくジ
ャーナルインパクトファクターである。Research Policy(2.7),Journal of Product 
Innovation Management(1.7),IEEE Transactions on Engineering 
Management(1.5),Technological Forecasting and Social Change (1.3),Journal of 
Engineering and Technology Management(1.1),Technovation(1.1),R&D 
Management(1.0) 
8分析対象とした 111 篇の抽出作業は、次のようなきめ細かな配慮がなされている。まず
“intellectual property”“intellectual property right”“Patent”“Appropriability”等の























図表 2-5 The number of IPR articles published in different decades. 
 
            Candelin-Palmqvit et al(2012) 
 
                                                                                                                                                     












図表 2-6 法学的見地、経済学的見地、経営学的見地の関係性 
 
【立法主旨から企業のインセンティブを議論】【市場側から企業のインセンティブを議論】 
1 法学的見地                 2 経済学的見地 
 
 
 3 経営学的見地 
           (企業の知財活動・知財マネジメント) 
                                   時間経過 
              
図表 2-6 は各見地の乖離と経時性を示す概念図であり、1 法学的見地と 2 経済学的見地を
囲む□は既存研究が先行して積極的に議論されてきたこと及び□内の 
は両見地の乖離を示す。 







































































サーチデザイン、手法という 3 層の構造を持ち、方法論＝認識論+リサーチデザイン+手法 
という枠組みで構成されている。本節では野村の枠組みに基づき、本稿の方法論の構成要



























































































                                                   














































 図表 3-1 は登録特許件数の上位 10 社、図表 3-2 は知的財産担当者の人数の規模を示した
ものである。 
 図表 3-1により 2016 年の特許登録件数を企業別に見ると、 第 1 位はキヤノで 4,095 件、
第 2 位はパナソニック IP マネジメント株式会社で 4,046 件、第 3 位は三菱電機株式会
社で 4,042 件であり、集積型製品である電機と自動車関連企業がトップ 10 の過半を占め
る結果となっている。 
 図表 3-2 は、業種別の知財担当者数(1 社あたり平均値、人)であるが、キヤノングループ
全体で知的財産関係の仕事に従事している人員数は 2014 年時点で 700 名を越えており(赤
間,2015)、突出した水準にある。 
 
図表 3-1 2016 年 特許登録件数 上位 10 社 
   
順位 前年順位 出願人 登録件数 
1 2 キヤノン 4,095(3,717) 
2 7 パナソニック IP マネジメント 4,046(2,198) 
3 3 三菱電機 4,042(3,364) 
4 1 トヨタ自動車 3,717(4,614) 
5 5 富士通 2,399(2,339) 
6 9 デンソー 2,374(2,024) 
7 6 セイコーエプソン 2,281(2,264) 
8 10 本田技研 2,144(1,934) 
9 8 リコー 2,142(2,053) 
10 20 JFE スチール 1,787(1,206) 
 
                   2017 年特許行政年次報告書をもとに作成 











図表 3-2 業種別の知財担当者数(1 社あたり平均値)(人) 
 
 


















































































































知的財産法務本部長 取締役 長澤健一氏 
知的財産法務本部副本部長 高尾昌之氏  




 2014 年 9 月 1 日(於：東京 フォーシーズンズホテル 7 階) 























































4 節で先行研究として FFE（Fuzzy Front End）活動と呼ばれる製品開発前活動、部門間コ
ンフリクトに関する先行研究を整理し、5 節で事例 1 として製品開発過程におけるキヤノン











































































図表 4-1 知財部門と他部門との協働の成功・失敗事例 

































































































































































































 緊プロの原型は 1973 年の世界で初めて液晶を使った電卓(「エルシー・メイト」)の開発



















具体的には、特許網の構築を目的に 1990 年代と 2000 年代半ばに少なくとも 2 つのプロ




                                                   
111960年代～1970年代における電卓業界は最大手のカシオ計算機の他にシャープや家電各
社が参入し、電卓戦争と呼ばれる争いが展開された。その中にあってシャープが開発した
















































図表 4-2 日本の加工組立型産業における製品開発の基本プロセス 
 
新製品開発前段階 新製品開発段階 












































      山之内(1992)をもとに筆者作成 
 























図表 4-3 深い深度を持つオーバーラッピングプロセスによる製品開発 





                                時間経過                                  
        フェーズ 1       2         3 














































ここで 3-2 節で記述した緊プロの事例を図表 4-4 の枠組みをもとに考えてみたい。 




1 法学的見地                 2 経済学的見地 
 
シャープの特許取得を                 シャープの緊プロ② 
目的とした                       
プロジェクト活動① 
               3 経営学的見地 
      (シャープの知財活動を開発活動につなげる企業行動③) 
                                   時間経過 
 




表 4-4 の 1 法学的見地）と経済学的見地（図表 4-4 の 2 経済学的見地）のマクロ的な視角
                                                   











プトに 1 対 1 で対応する知財活動が必要であるわけではない。この点について参考となる
のは A4 ファイルサイズのポータブル性という製品コンセプトを打ち出し、大ヒット商品と


























                                                   


















4-1  FFE 段階の概要及び FFE 段階と知財活動との関係 
 
FFE(Fuzzy Front End)と呼ばれる製品開発前段階の活動という概念が広く知られるよ




1994,Moenaert et al 1995,Verganti,1997,Nobelius and Trygg 2002,Reid de Brentani 
2004）。 
 
























 FFE という語句を用いてはいないが、Cooper(1988)では製品開発活動を 7 段階に区部し、






な領域であることが多くの研究で指摘されている(Montoya-Weiss & O’Driscoll, 2000,Kim 
& Wilemon, 2002, Frishammar et al., 2011,Wowak et al., 2016)。 
 FFE 領域における主に特許の権利化活動の意思決定過程に注目した研究に Cho et 





4-2  Schwenk の構造的コンフリクト 
  
 Allison(1971)は戦略意思決定における認知過程、組織過程、政治過程という 3 つのパー
スペクティブを研究者の概念レンズとして提示した。Allison(1971)が用いた 3 つのパース
ペクティブは、戦略意思決定を行う際のフレームワークとなり得るとして、行為者自身が
意思決定プロセスのモデルに用いることの有効性を主張したのが Schwenk (1998)である。 


























































































































マップを作成するという 2 段階の活動である。 
第 1 段階の特許公報を読む活動は、決まった日時、例えば毎週水曜日の午後等に開発者
全員で特許公報を読む。読む特許の数はおおよそ 1 人 1 週間に 100 件程度である。各人が











何を隠したいのかわかってくる (2014 年 9 月 1 日,インクジェット事業本部 インクジェッ



































毎に採用する技術がある。基幹技術は、開発に至るまで 3 年から長ければ 10 年近くを要
するものである。本節では、キヤノンにおける基幹技術の 1 つであるインクジェットプリ
ンターのプリントヘッド技術「FINE(Full-photolithography Inkjet Nozzle Engineering)」
の開発を取り上 げ、基幹技術開発段階の知財活動と開発活動の協働について記述する。










の 1 つとして位置付けられており、1999 年発売の BJ F850 以降ほぼ全ての後継機種に
採用されている。  







当時の技術開発の現場である実験室を毎日うろうろしていました。」(2014 年 9 月 1 日,インク

















































なり、市場で高い評価を受けている。   
 










ある 1 枚の特許図面に書かれた 現象がキヤノンの発明とのメカニズムの違いを明らかに示
していることを見出し、これを元にクレームを起こし、最終的に特許庁にキヤノンの主張が
通りました。これでキヤノンが開発した技術をキヤノンのプリンターに載せること ができる。













「そうなるとドンと真ん中を抜かれてしまう。(2014 年 9 月 1 日,中島氏へのインタビュー)」 
 
と表現する。  






























技術を見つけた時点で A4 の紙、1､2 枚程度の「アイデアシート」を記載する。ここには
通常担当製品の設計課題とそれをクリアするための方法、図面等が描かれる。この段階で
は、開発者の「発明になるかもしれない」という直観を掬い上げることに重きが置かれ、
アイデアシートに書く内容は「発明らしきもの」で充分とされている(2014 年 7 月 1 日,長
澤氏へのインタビュー)。 
  
5-3-2 権利化可否の決定  
 
前項のアイデアシートが 10 件程度集まる とそのアイデアシートを基に知財部門と開
発拠点が一緒に PGA と呼ぶ 2 段階の会議を開き、 権利化に向けてのスケジュールを組ん
でいく。 どちらの会議も PGA(ピージーエー)と呼ばれるが、それぞれの意味合いは異なり
1 回目に開かれるのが「パテント・グレードアップ・アクティビティ」であり、これを経



















2 回目の PGA は知財と開発のそれなりの役職者が出席して、両者のバランスをとるのです。
(2014 年 7 月 1 日,知的財産法務本部副本部長  高尾昌之氏へのインタビューより)」  
 












権利化後は 3、 7、11 年後に継続保有するか否かを検討する。また権利化と同等に営業
秘密や今後秘何を秘匿事項としたら効果的であるのかについて開発部門、知財部門の双方
で把握することも必要である。これについては、例えば工場現場等で秘匿化したい事項、





























































最も重視しているのは 5-2,5-3 節で述べたような発明の発掘である。 





















































技術部内特許課（第 1 段階）➡特許部（特許法務センター）（第 2 段階）➡知的財産法務本
部（第 3 段階）という 3 段階の発展を遂げている。 



















































E プロ    ：複写機・現像剤・感光紙をテーマとするエレクトロファックスプロジェクト 
 










特許法務センターは 1987 年 9 月に特許法務本部となり組織が拡充された。同本部には、



































































































6-1-3 第 3 段階 1990 年代以降：知的財産法務本部としての組織構造と職能機能 
 
 米国においてプロ・パテント政策強化を背景に 1985 年に「ヤング・レポート」が作成さ
れ知的財産権の保護政策へ舵が切られたことが日米間の特許紛争が勃発する契機となった。
日米間の主な特許紛争として、1984 年のコーニング対住友電工、1985 年の IBM 対富士通、






発からなる 9 本部の 1 つと位置付けられるようになった（キヤノン,2012a） 



































































造における位置付けも変化してきた。その概略は図表 4-4 のように 3 段階からなるものと
示すことができる。 
 
図表 4-10 キヤノンの知財部門の組織構造の変化 
 
【第 1 段階】   【第 2 段階】   【第 3 段階】 
 1958 年      1972 年     1989 年 
特許課   ➡  特許部  ➡  知的財産法務本部   
（技術部内）   （部に昇格）  （9 本部の 1 つとしての位置付け） 
 






































































    












































































る。そのため、4 章 4-1 節で述べた FFE(Fuzzy Front End)と呼ばれる製品開発過程の最上





図表 5-1 製品開発過程における Fuzziness level 
 
 


















着想の発明化のフローを示したのが図表 5-2 である。 
  
図表 5-2 着想の発明化の手順 
 
着想 ➡  欠陥は ➡ 目的・効果 ➡ 本質的条件 ➡ 実施例の  ➡発明 
       ないか    の拡張    の絞り込み   列挙   
    
当面の課題の 1 つの解決策                特許出願に値する技術思想 
 









図表 5-3 発明の構造化の手順 
 
着想の➡上位技術概念➡下位技術概念➡類似技術➡多くの実施例➡ 発明群の階層 ➡ 競合技術  
発明化  への拡大   の充実   への発展  の列挙    構造化     も考える 
 





























































を包括的に整理し、経時性を持つモデルとして図表 5-4 のように整理した。 
 
図表 5-4 あいまい性、多義性、不確実性に関する経時的モデル 
 
      あいまい性  問題、解が不明確 
       ↓  
      多義性    問題、解に対する複数の解釈 
       ↓ 
      不確実性   一義的な問題、解 



















































図表 5-5 知財と知財体の関係 
 
知財             知財体 
                     
基本発明 A    有体化     実施品 
                     
利用発明 AB   有体化     発明品 
                        
             その他の発明 C   有体化     ABC 
                                                                                     
田辺(2003) 
 
図表 5-5 の右側の知財体は無数の知財を有体化したものであり、その中に基本発明 A、利
用発明 AB、その他の発明 C が含まれる。ここで発明 C は無数の発明のうちの 1 つを代表
的に示すものである。基本発明 A の専用権の対象は、単に無体の基本発明 A のみであり、
同様に利用発明 AB の権利の対象は無体の利用発明 AB のみである。権利の対象は有体の






















図表 5-6 選択発明と先行発明の関係 
 




                    先行発明の実施例等による具体的例示   




      
       選択発明 

















 数値限定発明において進歩性が認められ得るのは、大きく 2 つ19の発明のタイプがある。
1 つは、発明の課題・効果が公知発明と共通し、公知発明の延長性上にある場合であって、






















































































































図表 5-8 バブルジェットの吐出原理 
 
 




























階、次世代技術開発段階の大きく 4 つに分けることができる。 
 


































5-1-2  開発段階 1981～85 年 
 
 開発段階は、1981 年の事務機フェア出展以降から最初のインクジェットプリンターが販
売される 1985 年までとみなすことができる。 








5-1-3  事業化段階 1986 年～1989 年 
 
 技術的課題への目途がたったことから1987年に事業化に向けて事業部出身者と研究所出
身者の開発者から構成される B プロジェクトが発足した。B プロジェクトでは、小型、低
コスト、カラーへの展開が容易というバブルジェット技術の特徴を生かして、新たなパー














目指して次世代プリントヘッドの開発が進んでいった。着手から 7 年を費やし、1999 年に
は後に「FINE(Fullphotolithography Inkjet Nozzle Engineering)」と呼ばれる技術による
プリントヘッドが完成した。同年 10 月に発売されたインクジェットプリンタ 「ーBJ F850」
は 4 ピコリットルの極小インク滴を実現し、レギュラーインクとフォトインクの組み合わ
せにより 1800dpi 相当の高品位な写真画質を実現した。(キヤノン,2012a)。 




図表 5-10 キヤノンとセイコーエプソンのインクジェットプリンター国内出荷台数シェア推移 
(%) 
年 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 
キヤノン 39.5 33.9 39.9 39.5 32.6 30.7 32.3 
セイコーエプソン 28.9 36.1 39.0 47.0 51.0 50.2 50.2 
 
年 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 
キヤノン 37.4 41.7 41.6 43.6 42.3 39.5 42.3 














5-1-5 事業化過程の 4 段階を通じての知財活動 
 
 5-1-1~5-1-4 節を通じての必須特許の年別出願件数は図表 5-11 のように推移している。 
 
図表 5-11 年別必須特許出願件数 
 
 
<研究段階＞   ＜開発段階＞ ＜事業化段階＞＜次世代技術開発段階＞ 
 
 出願件数は研究段階が最も多く、この 5 年間に 25 件と必須特許の 57%に当たる出願を行
っている。知財活動から研究段階をみれば、基本特許群を出願した研究段階前期となる 1977
年と基本特許群出願後の1978年から1981年までの後期研究段階に区部することができる。 
研究段階前期の知財活動は、バブルジェットの基本特許群 8 件(図表 3-3 項番 1～8)の出
願時期となる。基本特許群は、バブルジェットの基本特許、バブルジェットに用いるイン
クの基本特許、バブルジェットの吐出メカニズムである膜沸騰理論の 3 種類からなる。 
研究段階後期は基本特許群出願後の 1978 年から 1981 年までが該当する。1981 年はグラ
ンドフェアでバブルジェット技術を搭載した試作機を発表した年であり、発表を控えて知
財活動も活発化している。出願特許件数は、必須特許 44 件中 17 件の出願を行っている。
必須特許におけるウエイトは 40%弱であり、各開発段階の中で最も出願を行っている段階
である。出願時期を年別にみれば、1978 年 4 件(図表 3-3 項番 9～12)1979 年 5 件(同 13
～17)、1980 年 3 件(同 18～20)、1981 年 5 件(同 21～25)とほぼ均等である。 
開発段階では製品実用化に向けて、技術的課題解決のためのヘッドの保護材料について



























































































































































年 6 件(同 項番 30～35)、1985 年 2 件(同 項番 36～37)である。出願内容は、ヘッド 3
件、インク 4 件、インクタンク・ノズル等のヘッド関連 3 件、使い切りヘッド 1 件、ピエ
ゾ方式開発過程からの出願 1 件の計 12 件である 
事業化段階では 1989 年にインクタンク・ノズル・部材関連の 2 件(図表 3-3 項番 38,39)
の出願を行っている。 
 次世代技術開発段階では新吐出技術 FINE にかかるヘッドの基本特許群 5 件(図表 3-3 
項番 40～44)の出願がされている。FINE は BTJ と呼ぶ吐出メカニズムと CR 製法から構
成され、1999 年発売の製品から搭載される技術である。出願内容も吐出メカニズム 3 件と
製法 2 件を取得している。 
 ここまでの分析により、知財活動は研究段階に集中していたことがわかる。 
しかし出願件数の集計からは本章の目的とする知財活動と開発活動のタスクの違いや協

































象の解決が大きな技術的課題となった。インクの染料の分解温度はおおよそ 200 度から 230



















 バブルジェット用インクの自社開発及び権利化は 4-2 節で述べたように、事業的にも消耗
品ビジネスの基礎となるものとして経営陣からも期待され、開発活動・知財活動ともに大
きなプレッシャーがかかっていた。 























































図表 5-12  コゲーションとキャビテーションの開発活動の経緯 
 
コゲーションの開発活動 
 何百種類という染料の  消防庁や研究者に  焦げ付かない 
スクリーニング➡    話を聞きに行く➡  インクの発見 
 (何が解かわからない)    (探索)       (解) 
               
キャビテーションの開発活動   
      試行錯誤しながら   タンタルの 
 材料や製法がわからない  ➡  あらゆる材料を試作 ➡ 発見 






 ここまで述べてきた技術の出願過程を図示すると図表 5-13 のようになる 
 
 図表 5-13 膜沸騰メカニズム、インク特許、キャビテーション・コゲーション対策特許 
の出願時期 
 
 1977   1978    1978    1979    1981     1984 
基本特許 インク特許  膜沸騰   キャビ   キャビ    コゲーション 
           メカニズム  テーション テーション  対策特許 
                  対策特許  対策特許 
(1,2)  (3,4,5,6)   (7,8)     (14)    (22)     (31,32,33,34) 
 










































図表 5-14 コゲーション対策特許の特許請求の範囲 
 































































































































コゲーション対策特許の請求項から図表 5-15 に権利化の特徴をまとめる。 
 
図表 5-15 コゲーション対策特許の特徴 
 
 









図表 5-16 コゲ―ションに対応する知財活動と開発活動の協働 
 
染料の化学構造      ➡ 焦げ付かないインク ➡  数値限定発明    
と焦げ付き現象の関係性                 開発活動の解+知財活動                       
 に関する実験                       
(臨界性を求める開発活動)    (開発活動の解)      (発明の構造化の実施) 


































① 最初に大まかな傾向の確認のため、1977 年～2015 年までの公開特許で請求項に「含
有量」が含まれているものを年別に抽出した(図表 5-17)。 
 
② ①の出願の中で F タームのインク領域（4J039）で「含有量」の数値が上位 10 社の
出願を抽出した(図表 5-18)。 
 
③ ②の上位 5 社の全出願件数のなかで特許請求項に「含有量」を含む出願件数を本章


















① 図表 5-17   
1977 年～2015 年に出願された公開特許で請求項に「含有量」が含まれる出願件数推移 
 
 








② 図表 5-18 インク(F ターム番号：4J039)に含有量が含まれる出願件数上位 10 社 
 
 
ULTRA PATENT により作成 
 
③ 図表 5-19  
上位 5 社22の全出願件数のなかで「含有量」を請求項に含む 1977 年～1984 年の 
出願数の集計及び同 1977 年～2015 年の総計 
                                                                         (件) 







1 2 0 10 1 0 0 0 1544 
キヤノン 14 11 23 21 27 16 6 22 3183 
東洋インキ 2 0 2 0 2 1 2 1 335 
ぺんてる 1 0 0 0 3 1 0 0 34 
リコー 1 8 3 5 13 5 3 1 1824 
   ULTRA PATENT により作成 
 
図表 5-17～5-19 により次のようなことがわかる。 
請求項に含有量を含む出願件数は年々増加している(図表 5-17)。 










































































図表 5-20 開発活動の発明の構造化と開発活動の解との関係 
 
 発明の構造化 
                                         知財活動の解釈      
                             解  解   




















































1. 組織を取り巻く 2つの環境への対応  
 
 1 章で述べたように、何が組織の直面する環境であるのかを決めるのは困難であるが、環






図表 6-1 環境とタスク、企業業績との関係 
 
構造的変化  →    市場不確実性  → 業績不確実性 
 技術革新        需要不確実性     企業業績 





























呼ばれ、Woodward や Lawrence & Lorsch の議論がこれに当たる。第 3 はシステム的適合








1-1-1  Lawrence & Lorsch の研究 
 






























1-1-3  Child の研究 
 






1-2  Weick のイナクトメント 
 
組織化という視点から組織活動の本質を捉えようとしたのがWeickである(Weick,1979)。 
Weick は組織の行為のプロセスを、図表 6-2 のように生態学的変化─イナクトメント─淘汰
─保持という 4 つの要素からなる組織化過程モデルとして示した。 
 
 
図表 6-2 組織化の 4 つの過程  
 
生態学的変化 +  イナクトメント +  淘汰  +  保持 































こと、第 2 にパイの配分パターンを変化させて、自社の取り分を多くすること、第 3 に同
じパイを取りある競合関係にある場合に熾烈な競争を避けるように仕向けることである。 






ロ セ ス を 描 き 出 す こ と を 目 的 に し て い る 点 は 共 通 し て い る (Pinch & 


































                                                   
23 次の 3 つの概念は技術の社会的構成の主要概念である(Pinch& Bijker,1987)。 



























































































































































                                                   
















続が開始される。本事例も訴訟に至るきっかけは、2003 年 12 月にアシスト社がリサイク
ル製品を中国から輸入販売しようとした際に、キヤノンが「輸入差止申立」を行い、特許
侵害を理由として税関で差し止められたことにあった。アシスト社は、税関に対し特許を























































                                                                                                                                                     
買えば、それを中古品として再び売ることについては、特許権侵害とはならないとされる。













































図表 6-3 従来技術のインクタンクと本特許によるインクタンク 
 




































































① インクタンク本体に，洗浄及びインク注入 のための穴を開ける。 
② 本件インクタンク本体を洗浄する。 





























































3-3-1 第一審(東京地裁 平成 16(ワ)第 8557 号)判決 
 




























3-3-2 控訴審判決(知財高裁 平成 17(ネ)第 10021 号) 
 
2005 年 4 月に知的財産に関する重要事項を判断する知的財産高等裁判所(知財高裁)が設
立され、控訴審は知財高裁で争われることとなった。 






てしまった場合(第 1 類型)、もう 1 つは特許権の構成要件で本質的な部分を構成する部材等
を加工する場合であり、特許権のクレーム(特許請求の範囲)となっている重要な部分をもう
一度回復させたとき(第 2 類型)である(日経ものづくり,2006)。 
 知財高裁の判決要旨は、使用済みのインクタンク本体は製品としての効用を終えていな
いため、第 1 類型には該当しないが、使用済みのインクタンク本体にインクを再充填して










3-3-3 最高裁判決(最高裁 平成 18 年(受)第 826 号 同 19 年 11 月 8 日第一小法廷判決) 
 





































 構成要件 H は特許請求項 1 の「前記圧接部の界面の毛管力が第１及び第２の負圧発生部
材の毛管力より高く」に該当し、構成要件 K は「液体収納容器の姿勢によらずに前記圧接
部の界面全体が液体を保持可能な量の液体が負圧発生部材収納室内に充填されている」に







を図示すると図表 6-6 のようになる。 
 
図表 6-6 知財体へ技術思想を埋め込む知財活動 
  
  
            知財               知財体 
                     
本発明   技術思想(H)(実施品への埋め込み)         実施品 
                     
   
      技術思想(K)(環境への埋め込み)  





















異なる 2 種類の知財体(自社実施品、リサイクル品)を想定しなければならない。 
 
         図表 6-7 リサイクル品輸入停止という環境への技術思想の埋め込み 
 
 
自社技術思想→①自社実施品販売 → ②リサイクル品 
 












































































して、4 章で問 1 と 2 を、5 章、6 章で問 3 に対する分析を行った。 
 本稿は 3 章の方法論により、探索型の論文と位置付け、事例分析後のモデル導出を目的
とした論文である。本章では 2 節で各章の分析結果をまとめ、本稿の主張する環境の多元







































































































図表 7-1 知財活動との協働による環境の多元的解釈モデル 
 
                                       









   
開発活動      【製品開発のあいまい性、多義性、不確実性の集合体】 
 
 
時間経過   
 
環境の多元的解釈モデルの主な意義としては、次の 3 点が考えられる。 
 第 1 にこの枠組みからは環境を行為者から独立したものではなく、行為者が環境の生成
に主体的に関与していくことができるものであり、環境と行為主体が共進化していく過程
として考えることができる。 
 第 2 に知財活動との協働により、環境を知財活動が捉える環境と開発活動が捉える環境



































売は 1990 年であり、1977 年の基本特許の出願から 10 年以上が経過している。この間はイ
































本稿 5 章 5-5 節の必須特許の出願件数にみるように、知財活動は製品開発のプロジェック
ト組織による協働よりも更に上流に活動の力点が置かれる活動である。この領域は FFE 活
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図表 3-3 必須特許一覧 









桐 孝志|大野 茂 
2C057AC11, 2C057BA24, 2C057AB03, 2C057AC16, 2C057CA01, 
2C057AB06, 2H086BA02, 2C057BA28, 2C057AA05, 2C057AP51, 
2C057AC05, 2C057AA15, 2C057AG46, 2C057AB15, 2C057AA07, 








桐 孝志|大野 茂 
2C057AC19, 2C057AG46, 2C057AB15, 2C057AA10, 2C057AA15, 
2C057AB01, 2C057AA01, 2C057AC11, 2C057CA01, 2C057BA05, 
2C057AB03, 2C057AD01, 2C057AB06, 2C057BA28, 2C057AD05, 
2C057BA13, 2C057AD03, 2C057AA13, 2C057BA24, 2C057AC16, 







4J039EA42, 2H086BA55, 4J039BE01, 2H286BA56, 2H286BA53, 
2H286BA60, 4J039CA03, 2H286BA02, 2H086BA54, 2H286BA54, 
2H086BA02, 2H086BA56, 2H086BA60, 2H086BA59, 4J039EA48, 
4J039EA46, 2C056AC01, 2H286BA59, 4J039EA41, 2H086BA53, 







小林 肇|大野 茂 
4J039BE01, 4J039EA44, 4J039EA46, 4J039DA02, 4J039BE33, 
4J039DA01, 4J039BA12, 4J039CA06, 4J039GA24, 4J039EA48, 
4J039CA04, 4J039EA47, 4J039EA41, 2C056AC01, 4J039CA03, 










1978.03.15 記録媒体液 小林 肇|大野 茂 
4J039GA24, 4J039BE33, 4J039BE12, 4J039BA17, 4J039BA39, 
4J039BA37, 4J039BC27, 4J039BA32, 4J039EA46, 4J039BC29, 
4J039BE16, 4J039BC32, 4J039BC55, 4J039BE01, 4J039BE02, 
4J039BA36, 4J039EA45, 4J039BA18, 4J039BC38, 4J039EA41, 
4J039BC19, 4J039BC33, 4J039BA19, 4J039BC50, 4J039BC47, 
4J039BA24, 4J039BC36, 4J039BC37, 4J039EA42, 4J039BA38, 





1978.03.27 記録媒体液 小林 肇|大野 茂 
4J039BE02, 4J039BC14, 4J039BC26, 4J039BC16, 4J039BC20, 
4J039BE12, 4J039EA42, 4J039BC21, 4J039GA24, 4J039BC02, 
4J039BC08, 4J039EA41, 4J039BC19, 4J039BC07, 4J039EA46, 











桐 孝志|大野 茂 
2C057AA07, 2C057AC11, 2C057BA05, 2C057AA06, 2C057AA10, 








桐 孝志|大野 茂 
2C057BA24, 2C057AD10, 2C057AP51, 2C057AA01, 2C057BA05, 
2C057CA01, 2C057BA13, 2C057AA06, 2C057AG38, 2C057AA13, 
2C057AD01, 2C057AG40, 2C057AG46, 2C057AD03, 2C057AD05, 




























2C057BA13, 2C057BA26, 2C057AG39, 2C057AA12, 2C057AB17, 











2C057AG43, 2C057AG40, 2C057AC11, 2C057AA10, 2C057AG38, 











2C057AA13, 2C057BA04, 2C057AA10, 2C057AD01, 2C057AC17, 
2C057AC11, 2C057BA13, 2C057BA24, 2C057AA06, 2C057AC05, 










2C057BA28, 2C057AD02, 2C057AA15, 2C057AB25, 2C057AC18, 
2C057AG46, 2C057BA13, 2C057AA06, 2C057CA01, 2C057AA01, 


















4J039EA44, 4J039GA26, 4J039CA03, 4J039EA11, 4J039EA43, 
4J039BE06, 4J039GA24, 4J039BE04, 4J039CA04, 4J039BE12, 
4J039BE05, 4J039EA38, 4J039EA42, 4J039GA28, 4J039EA47, 

























2C057BA28, 2C057AA15, 2C057AC18, 2C057BA13, 2C057AA12, 
2C057BA03, 2C057AC11, 2C057AD10, 2C057AD02, 2C057AC16, 









2C057AD04, 4F033EA05, 4F033AA00, 4F033CA07, 2C057BA03, 
4F033FA01, 2C057AA07, 4F033DA01, 2C057AC06, 2C057AA15, 
2C057AC17, 4F033FA00, 4F033BA03, 2C057BA13, 2C057BA14, 










4J039EA41, 4J039EA46, 4J039EA43, 4J039GA24, 4J039EA34, 
4J039BA18, 4J039EA35, 4J039DA07, 4J039DA01, 4J039BA10, 











2C056DD10, 2C056CC08, 2C056CA09, 2C056CC09, 2C056DB06, 

























2C057AC18, 2C057BA13, 2C057AA12, 2C057BA03, 2C057AA07, 
2C057AA15, 2C057AC16, 2C057BA24, 2C057AC11, 2C057AC17, 










2C057AD04, 2C057AC17, 2C057AC11, 2C057BA13, 2C057AC06, 









2C057AC20, 2C057AA13, 2C057BA04, 2C057AC11, 2C057AA07, 










2C057BA13, 2C057AB21, 2C057AC20, 2C057AD04, 2C057BA04, 



















2C057AC16, 2C057AG40, 2C057AD02, 2C057BA13, 2C057AA12, 
2C057BA24, 2C057BA26, 2C057BA28, 2C057AG39, 2C057AA15, 










2C057AP51, 2C057AD02, 2C057BA28, 2C057BA13, 2C057BA24, 



















2C057AA12, 2C057AA15, 2C057AG46, 2C057AD02, 2C057AC11, 









2C056FA03, 2C056HA05, 2C056EA23, 2C057AA08, 2C056HA16, 
2C057AA15, 2C056HA17, 2C057AA13, 2C057AE14, 2C057BA13, 











4J039EA16, 4J039DA01, 4J039EA19, 4J039CA03, 4J039EA21, 
4J039BE06, 4J039EA15, 4J039EA41, 4J039GA24, 4J039FA02, 
4J039EA35, 4J039GA28, 4J039EA43, 4J039EA34, 4J039EA17, 














4J039EA16, 4J039EA44, 4J039EA15, 4J039EA21, 4J039CA03, 
4J039GA26, 4J039FA02, 4J039EA41, 4J039DA01, 4J039EA19, 
4J039EA43, 4J039BE06, 4J039EA35, 4J039EA34, 4J039GA24, 











4J039BE06, 4J039EA16, 4J039EA46, 4J039DA01, 4J039EA35, 
4J039EA34, 4J039EA21, 4J039EA17, 4J039EA41, 4J039GA26, 
4J039GA24, 4J039EA19, 4J039CA03, 4J039EA20, 4J039EA43, 












4J039EA46, 4J039EA34, 4J039GA28, 4J039DA01, 4J039GA24, 
4J039EA44, 4J039EA16, 4J039EA20, 4J039CA03, 4J039EA41, 
4J039BE06, 4J039EA17, 4J039EA19, 4J039EA21, 4J039EA35, 


































木村  牧子|阿部  
力|斉藤  昭男|中
込  寛 
2C057AB25, 2C056DA02, 2C057BA03, 2C057AA15, 2C057BA13, 
2C056DD15, 2C056FA03, 2C056KC22, 2C056DD06, 2C057AB15, 
2C056DD03, 2C056EA15, 2C057AC10, 2C057AB21, 2C056DC11, 









斎藤  昭男|木村  
牧子|阿部  力|中
込  寛|渡辺  隆|
斎藤  憲久|前岡  
邦彦|益田  和明 
2C056DA02, 2C056DC08, 2C056DC19, 2C056DD15, 2C056EA18, 
2C056EA24, 2C056FA03, 2C056HA05, 2C056HA08, 2C056HA09, 
2C056HA15, 2C056HA16, 2C056HA17, 2C056KB25, 2C056KB37, 
2C056KC11, 2C056KC17, 2C056KC21, 2C057AA15, 2C057AC03, 
2C057AC06, 2C057AC14, 2C057AC18, 2C057AD02, 2C057AD03, 


















内  雅典|乾  利
治|滝沢  吉久|宮
川  昌士|八重樫  
尚雄|城田  勝浩|
大熊  典夫|浅井  
朗 
2C057AF51, 2C057AQ01, 2C057AA03, 2C057AA08, 2C057AD01, 
2C057AA15, 2C057AA02, 2C057AF23, 2C057BA26, 2C057AG40, 
2C057AF72, 2C057AE04, 2C057AG32, 2C057AA12, 2C057AM40, 
2C057BA13, 2C057AB10, 2C057AF28, 2C057BA05, 2C057AF65, 
2C057AA07, 2C057AB17, 2C057AE10, 2C057BA04, 2C057AG39, 








大熊  典夫|佐藤  
環樹|宮川  昌士|
稲田  源次|戸島  
博彰 
2C057AP47, 2C057AA08, 2C057AC12, 2C057AC19, 2C057AC17, 
2C057AD01, 2C057AD03, 2C057AP32, 2C057AP31, 2C057AA12, 
2C057AQ02, 2C057AD02, 2C057AP22, 2C057AF93, 2C057BA28, 
2C057BA04, 2C057AA15, 2C057BA13, 2C057AC11, 2C057AP37, 
2C057AC06, 2C057BA14, 2C057AD10, 2C057AB03, 2C057AA02, 




























池田  雅実|松本  
繁幸|泉田  昌明|
杉谷  博志|牧野  
憲史|田村  清一|
成瀬  泰弘 
2C057BA03, 5E033BA01, 2C057BA24, 2C057AG85, 2C057AG70, 
2C057AG12, 2C057AF66, 2C057AG46, 2C057AC16, 5E033BG01, 
2C057AJ02, 2C057AM29, 2C057AJ03, 2C057AN05, 2C057AM21, 
2C057AG26, 2C057AR20, 2C057AF70, 5E033BC07, 2C057AF65, 
2C057AL23, 2C057AM15, 2C057AP32, 2C057AF93, 2C057BA13, 
2C057AF22, 2C057AF99, 2C057AM03, 2C057AM22, 2C057AG41, 
2C057AA15, 5E033BB05, 2C057AP53, 5E033BE02, 2C057AQ02, 
5E033AA05, 2C057AQ06, 2C057AP56, 2C057AK20, 2C057AK01, 
2C057AQ10, 2C057AN01, 2C057AC04, 2C057BA28, 2C057AR08, 





立原  昌義|金子  
峰夫 
2C057BA15, 2C057AF99, 2C057AF33, 2C057BA13, 2C057AF28, 









北上  浩一|板屋  
多門 
2C057BA13, 2C057AF65, 2C057AF28, 2C057AF43, 2C057AF30, 
2C057BA04 
 
 
 
